
  

令和８年３月６日 
 

成長分野転換基金（成長分野転換枠・先行審査） 

の公募選定結果をお知らせします 

 
 

１．事業の概要 

「成長分野転換基金」は、デジタル・グリーン等の成長分野への学部転換等を支援する目

的で、令和４年度第２次補正予算で造成したものです。令和７年度補正予算で 200億円を積

み増しし、既存分と合わせて 1,000億円規模で再始動を図り、将来の社会・産業構造変化を

見据え、大規模大学を含めて、成長分野への学部等転換・重点分野の人材育成を推進してい

きます。具体的には、以下の支援メニューがあります。 

 

・支援１：学部再編等による特定成長分野への転換等（公私立大学が対象） 

① 成長分野転換枠（先行審査、通常審査） 

② 大規模文理横断転換枠 

  ・支援２：高度情報専門人材の確保に向けた機能強化（国公私立大学・高専が対象） 
 

今回は、支援１①成長分野転換枠（先行審査）について、令和９年度に学部再編等を実施

する計画であって、令和８年３月又は６月に認可申請を行うものを令和８年１月１４日～１

月３０日で公募を受け付けました。本事業の実施機関である独立行政法人大学改革支援・学

位授与機構（以下「機構」）に設置された外部有識者からなる大学・高専機能強化支援事業選

定委員会における審査を踏まえ、機構において選定を行いました。 
 

２．選定結果 

・１件：熊本県立大学 半導体学部半導体学科（仮称）（公立大学） 
 

３．今後のスケジュール 

順次、選定された大学・高専への支援を開始する予定です。なお、支援１①成長分野転換

枠（通常審査）については、５月まで審査を行い、６月頃を目途に選定する予定です。また、

支援１②大規模文理横断転換枠、支援２については、３月中を目途に公募を開始する予定で

す。 

 

＜別添＞事業概要 

 

 

 
＜担当＞ 
文部科学省高等教育局専門教育課 
       専門官 今川 新悟（内線 3959） 
科学・技術教育係長 田口 佑輝（内線 4617） 

電話：03－5253－4111（代表） 
       03－6734－4964（直通） 

成長分野転換基金の一部のメニューにおいて公募を行い、１件選定しましたのでお知ら

せいたします。 



大学・高専機能強化支援事業（成長分野転換基金）

●少子高齢化に加え、2040年には、生産年齢人口の減少による働き手不足により、我が国の社会・産業構造の大きな変化

が見込まれる一方で、今後求められる理系人材を輩出する理系学部の定員が未だ少ない状況。

●また、日本成長戦略本部において、「未来成長分野に挑戦する人材育成のための大学改革、高専等の職業教育充実」に

ついて検討課題とされており、半導体等の重点分野に関する人材育成を迅速に取り組む必要。

●さらに、成長分野における即戦力となる人材育成を行う高専について、公立高専の新設の動きもある状況。

現状・課題

支援内容

①「成長分野転換枠」（継続分） 学部再編等に必要な経費20億円程度まで

・産業界との連携を実施する場合に助成率を引き上げ

②「大規模文理横断転換枠」（新設） 大規模大学を含め、文理横断の学部再編等を対象にした支援枠を新設し、必要な経費40億円程度まで

・施設設備等の上限額を引き上げるとともに、支援対象経費に「新設理系学部の教員人件費」、「土地取得費」等を追加
・大学院の設置・拡充、産業界との連携を実施する場合に助成率を引き上げ
・文系学部の定員減を要件化、既存の文系学部の教育の質の向上に向け、ダブルメジャーを導入するなど高度なレベルの文理融合教育を実施する場合も支援対象
・教育課程や入学者選抜における工夫、高校改革を行う自治体、DXハイスクール・SSHとの継続的な連携等について確認を実施

○支援対象（①、②共通）：公私立の大学の学部・学科（理工農の学位分野が対象） ※原則８年以内（最長10年）支援、令和14年度まで受付

期待される効果
大規模大学の学部再編等も契機にしつつ、我が国の大学等の文理分断からの脱却を含む成長分野への組織転換を図ることで、社会・産業構造の
変化に対応できる人材を育成・輩出し、一人一人の豊かさや我が国の国際競争力の向上、新たな価値の創造等に資する

将来の社会・産業構造変化を見据え、大規模大学を含めて、成長分野への学部等転換・重点分野の人材育成を一層強力に推進

大学・高専

文部科学省

(独)大学改革支援・学位授
与機構（NIAD-QE）

助成金交付

【事業スキーム】

基金造成

令和7年度補正予算額 200億円

※令和4年度第2次補正予算額 3,002億円

（担当：高等教育局専門教育課）

＜2040年の産業構造・就業構造推計＞

（1）学部再編等による特定成長分野（デジタル・グリーン等）への転換等（支援１）

（2）高度情報専門人材の確保に向けた機能強化（支援２）

これまでの高度情報専門人材の育成に加え、AI、半導体、量子、造船、バイオ、航空等の経済成長の実現に資する重点分野に係る

高専等の学科・コースの設置等に伴う体制強化に必要となる施設・設備整備費、教員人件費等10億円程度まで

○支援対象：国公私立の大学（大学院段階）・高専 ※最長10年支援、令和10年度まで受付

※情報系分野の高専新設・転換の場合、上限額を20億円程度まで引き上げ

執行プロセスの見直しも実施
• 構想段階から大学との対話・伴走支援を実施
• 申請の事前段階から個別の構想の熟度を高め、より質や実現可能性の
高い取組構想を厳選
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